
Résumé

Britain’s Blair administration introduced the concept of social exclusion and inclusion to

deal with the issue of the social weak. The Social Exclusion Unit (SEU) was established in the

government and has developed various policies for tackling the issue. In accordance with this

trend, the concept of social inclusion has been introduced to public library policy. The aim of

this study is to examine the meaning of social inclusion and the problems faced when

implementing such concepts , through an investigation of related policy documents and project

reports. I will also analyze how this concept is understood in the public library world, and

whether the performance assessment systems and other required mechanisms have been put in

place to achieve it. The study draws on Libraries for All with paticular attention to its

relationship to the policies of the SEU. Libraries for All is the fundamental document on the

social inclusion policies in the public library.

The analysis shows that the policies of the SEU have concentrated on economic issues,

while public library policies generally focus on social and cultural ones. In spite of this

di#erence, it appears that the concept of social inclusion could strengthen the argument that

public libraries should provide services to the social weak. That is, the introduction of the social

inclusion concept to the public library shows that providing library services to the social weak

is in tune with the one of the fundamental policies of the Blair administration. However, the

mechanism to implement the policy in public libraries is not yet in place under the present

performance assessment system. Furthermore, at the present stage, since this policy did not

originate from within the library community, it appears that while the concept of social

inclusion has been introduced into public library policies, the kinds of services necessary to
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realize it have not yet been examined thoroughly. The link between the concept and service

contents has yet to be forged.
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I. は じ め に

A. 社会的包含と社会的排除の理念

社会的包含� そしてその対立理念の社会的排除
は� 1990年代以降�ヨ�ロッパ諸国を中心に�社
会的弱者の問題を分析し� その対策を考える際
に� 広く使用されるようになった理念である1)�
厳密な定義はないが� 一般に� 貧困や失業� 健康
上の問題などが原因となって� 特定の層の人�や
地域が社会から締め出された状態を社会的排除
(social exclusion)� その反対に� 多様な人�を等
しく社会の一員に迎え入れた状態を社会的包含
(social inclusion) と呼んでいる�
社会的排除と社会的包含という語が使われるよ
うになった起源は明確ではないが� フランスやイ
ギリスなどのヨ�ロッパ諸国で� 1980年代以降
の貧困問題を論じる際のキ�ワ�ドとして最初に
用いられた� 何世代にもわたって形成� 再生産さ
れた �伝統的な貧困� に対して� 1980年代以降�

失業率の上昇や不安定雇用の増大によって� かつ
ては安定的で規則的に就労してきた層の間に貧困
が拡大していく問題は� �新しい貧困�として捉え
られている2) [p. 27�44]�この �新しい貧困�にお
いては� 職を失うことによって� 借金� 家賃や税
の滞納が繰り返され� やがては生活が崩壊して�
社会の一員としての地位を失い� 経済的な意味を
超えて社会から �排除� されることが問題視され
た�

EC 	現 EU
 では� 貧困の闘いの第三次計画
	1989�1994年
 において� �社会的排除� の語
を用いて� より恵まれないグル�プの経済的社会
的統合を政策の目標とした2) [p. 53]� その後も
EUは多くの関連施策を打ち出している� これら
の EU政策を分析した中村は� 社会的排除� 包含
の理念について� 貧困� 失業など� 現在の社会に
存在する問題を多次元的に扱い� 結果として生じ
た問題だけでなく� その背後にある構造的な要因
に着目しようとする姿勢がみられると指摘した�
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そして社会的排除とは� 社会の一員としてのさま
ざまな権利や制度が享受できなくなることである
と述べた3)� さらに� 彼は� EUがこれに明確な定
義を与えていないことも指摘した� 現在� 社会的
排除� 包含の概念は� ヨ�ロッパ諸国のほか� 日
本においても使用されるようになっている4)�
従来� 住民に手厚い社会保障サ�ビスを提供し
てきた英国は� 1970年代後半に深刻な経済危機
に陥った� 1979年に成立したサッチャ�政権は
官民の役割を見直し� �小さな政府� を志向して�
福祉予算の大胆な削減を行った� その後成立した
労働党のブレア政権は�基本的には �小さな政府�
路線を継承しながらも� 貧困や失業といった福祉
の問題について�競争社会における �機会の平等�
を確保することは政府の任務であるという姿勢を
とった5) [p. 41�43]� 社会的に排除された人�が
増加すると� 労働力の質の低下� 治安維持の問題
などが生じ� 社会全体によって損失となるので�
政府は� これらを防ぐ意味で �機会の平等� の確
保を行うのである� ブレア政権の政治に多大な影
響を与えた Giddensは� 1998年に発表した �第
三の道� のなかで� 社会的包含とは� 	機会を与え
ること� そして公共空間に参加する権利を保証す
ることをも意味する
6) [p. 174]と述べている�
同時に� Giddensは�社会的包含は� 	社会の全
構成員が� �中略� 市民としての権利
義務� 政治
的な権利
義務を尊重すること
6) [p. 173�174]

であると述べて� 機会の平等を確保したうえで�
社会の一員として果たすべき義務の履行を求めて
いる� 岩田は� �社会的包含の対立概念である� 社
会的排除とは 	ニュ�レ�バ�の新たな福祉戦略
を体現する新しい言語
であり� 	保守政権の個人
主義と決別し� �責任ある個人� の参加によって�
社会統合を進めようとする労働党の積極的な福祉
戦略にとって�社会的排除は社会的統合の �対語�
である限りにおいて不可欠なもの
 であると位置
づけている7) [p. 28]�
ブレア政権は� 1997年 12月�副首相府 (O$ce

of Deputy Prime Minister) 内に社会的排除対策
室 (Social Exclusion Unit) を設立した� この対
策室では� これまでに多くのプロジェクトを省庁

横断的に遂行してきた� プロジェクトは� 雇用�
福祉� 教育� 文化など� 多岐の分野にわたる �第
II章で詳述��

B. 公共図書館政策への社会的包含理念の導入

公共図書館を管轄する文化
メディア
スポ�
ツ省 �Department for Culture, Media and Sport;

以下 DCMS� では� 1999年 10月に� �すべての
人�に開かれた図書館� 公共図書館における社会
的包含� (Libraries for All: Social Inclusion in

Public Libraries)8)� 2001年 1月に� �すべての
人�に開かれた図書館� 博物館� 美術館� 文書館�
社会的排除の打破のための領域を越えた連携�
(Libraries, Museums, Galleries and Archives for

All: Co-operating Across the Sectors to Tackle

Social Exclusion)9) をそれぞれ刊行し� 公共図書
館サ�ビスにおいて� 社会的包含の理念を適用す
るための指針を示した� さらに今後の 10年間に
おける図書館政策を示した 2003年 2月の �将来
への枠組み� (Framework for the Future) でも�
社会的包含の重要性について言及している10)�
一方で英国の公共図書館では� これまでも長年
にわたって社会的弱者に対するサ�ビスを展開し
てきた実績がある� 例えば� 一部の公共図書館は
すでに 19世紀から視覚障害者に対してさまざま
な形態の資料を提供してきたし11) [p. 131�132]�
病院の入院患者へのサ�ビスも 1920年代後半か
ら始められている12) [p. 297�298]� また高齢者な
どへの自宅配本サ�ビスは� 1948年に開始した
Westminsterを皮切りとして� その後 1970年代
までに全国で実施されるようになった11) [p. 131�
132]� このように社会的弱者に対する図書館サ�
ビスは� 慈善的見地から始められ� その後英国の
福祉国家政策の時流にのって大きく発展した� し
かしMuddimanらは� 社会的包含に関する研究
プロジェクト Open to All?の報告書のなかで� 従
来のサ�ビスは� 多様な背景� 価値観を持つ社会
的弱者自身のニ�ズをふまえた内容ではなかった
ことを指摘し� 図書館の利用拡大を図るにあたっ
て限界があったと批判している �この研究プロ
ジェクトについては第�章で詳述する�13)�15)� 彼
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らは� 社会的包含の思想のもとに� 社会的弱者の
サ�ビスのあり方を考え直す必要があると主張し
ている�
公共図書館政策への社会的包含の理念の導入の
経緯については� Muddimanらのほか� Hicken

や Trainらによる研究でも取り上げられてい
る16), 17)� また日本では� 佐藤が英国の公共図書館
における社会的包含の理念の適用について紹介�
これを解説している18), 19)� しかし先行研究におい
ては� 図書館の社会的包含の取り組みが� 社会的
排除対策室の政策に比べてどのような特徴を持っ
ているのか� また� 図書館政策全体のなかで社会
的包含がどのように位置づけられているのかにつ
いて� 十分に論じられていない�
図書館の社会的包含政策をあらためて検討して
みると� これまでにない新たな考え方が打ち出さ
れているというよりも� むしろ従来の福祉国家的
発想のもとで提供されていたサ�ビスに新しい名
前が与えられているという観が強い� これらの社
会的弱者に対する従来の図書館サ�ビスとの関連
についても�Muddimanらによる研究を除き�ほ
とんど取り上げられてこなかった�
本研究の目的は� 英国の公共図書館界における
社会的包含に関する研究や政策文書の検討を通し
て� 図書館政策において社会的包含の思想がどの
ように捉えられているか� そしてどのような方法
によってこれを達成しようとしているかを検証す
ることを通じて� 公共図書館に社会的包含の理念
を導入する意義とその課題について明らかにする
ことである�
以下の章において� 次の順序で検証を進める�
まず� 社会的排除対策室の取り組みとその特色に
ついてまとめ �第 II章��次に�公共図書館界では
この理念がどのように捉えられているかについて
分析する �第 III章�� この第 III章では� まず� 社
会的弱者に対する図書館のこれまでの取り組みに
ついてまとめ� 現在の政策との関連や土台となる
考え方を明らかにする� そのうえで� 特に社会的
包含の理念に関する基本的な政策文書である �す
べての人�に開かれた図書館� を取り上げて詳細
な分析を行う �第 IV章�� 英国では� 毎年� 一定

の枠組みに沿って� 国が全国の図書館行政庁 (li-

brary authority)の業績評価を実施している� そ
こで� 続いて� この一連の枠組みの中に� 先に分
析した理念がどのように位置づけられているか�
つまりこの理念を達成するための方法がどのよう
に整備されているかを検証する �第 V章�� 最後
に� これまでの分析をもとに� 公共図書館に社会
的包含の理念を導入する意義と課題について述べ
る �第 VI章��
英国はイングランド� スコットランド� ウェ�
ルズ� 北アイルランドの地域からなる連合王国で
あるが� イングランド以外の地域には独自の議会
と自治政府があり� 公共図書館行政もそれぞれの
自治政府のもとで展開されている� �すべての
人�に開かれた図書館� も� 副題にイングランド
の自治体のみを対象とすることが明記され� 他の
地域は対象外であった�だが翌年� �すべての人�
に開かれた図書館� 博物館� 美術館� 文書館� に
まとめられた際には� この副題が消え� 対象地域
が限定されなくなったこと� 社会的排除対策室の
活動も� 特に対象となる地域を限定していないこ
とから� 図書館における社会的包含の実現は� 地
域を限定しない全英的な政策目標であると解釈し
た� ただし� 図書館行政や行政監査のしくみは�
地域によって部分的に異なる場合がある20)� その
ような場合� 本稿では� イングランドの事情に
従って考察を行う�

II. 社会的排除対策室の取り組み

英国において社会的包含の理念が政策に取り入
れられるようになったのは� 労働党のブレア政権
のもとで社会的排除対策室が設置されて以降のこ
とである� この対策室が中心となって� さまざま
な社会的排除の問題に対処し� 社会的包含の実現
を目指すための政策がこれまで展開されてきた�
社会的排除対策室は� 社会的排除を� 	失業� 技能
の低さ� 収入の低さ� 劣悪な住宅環境� 犯罪の多
発する環境� 健康を害した状況� 家族の崩壊のよ
うな互いに関連のある問題が組み合わさった状況
が原因となって� 人�や地域に生じる問題を一言
で言い表したことば
21) であると定義している�
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社会的包含とは� 社会的排除に対立する理念で�
排除された人�や地域を含めて� あらゆる人�や
地域を社会が受容することを指す�
この社会的排除対策室では� まず 18のテ�マ
に基づいて政策活動チ�ム (Policy Action

Team; PAT) を設置し� 1999年から 2000年に
かけて� それぞれのチ�ムが報告書をまとめた�
政策活動チ�ムは� 雇用� 住環境� 青少年の非行�
電子情報の利用における格差の問題 �デジタル�
デバイド��地域社会の再生など�幅広い領域にわ
たるテ�マを扱った� これらの報告書をさらに発
展させて� 現在までに� 怠学と学校における排除
の問題�ホ�ムレスの問題�地域社会の再生策22)�
学校にも行かず働いてもいない青少年 �16�18

歳� の問題� 再犯の防止� 交通が不便な地域が抱
える問題� 家庭や学校における育児や教育の問
題� 精神面の健康の問題などについてのプロジェ
クトが実施されてきた� 2006年 3月現在� 転居
の多さが原因で公共サ�ビスを十分に受けられな
くなっている障害者の問題� 複雑なニ�ズを持っ
た青少年 �16�25歳�の問題�技術革新を通して
の社会的包含の推進� 成人障害者に対するサ�ビ
スの向上� 高齢者の社会的排除の問題を扱う 5つ
のプロジェクトが進行中である�
この社会的排除対策室の政策では� これまで各
省庁や地方の諸機関が個別に実施してきた政策を
互いに関連づけ� また必要な場合は新たな役割を
割りふることによって� さまざまな角度から統合
的に社会問題の対処にあたることが重視されてい
る� 例えば� 青少年問題については� 家族の問題�
家庭の収入�学習�雇用�レジャ��健康�ドラッ
グと飲酒� 犯罪� 家出などの問題領域を設定し�
教育雇用省� 内務省� DCMS, 保健省などの省庁
が ,それぞれの領域についてどのような目標や政
策を掲げ� どのような先進的な取り組みを実際に
行っているか明らかにしたうえで� 相互の連携を
図っている23)� 対策室のプロジェクトの中には�
交通が不便であることや健全な地域社会が存在し
ないことなど� 直接には経済的障壁に関連しない
問題を扱ったものもある� しかし主たる関心は�
経済的に困窮する人�への対策とその予備軍の解

消に向けられ� 直接または間接に貧困対策と結び
ついていることが多い� なかでも特に若年層への
対策に重点が置かれ� いずれのプロジェクトにお
いても� 子どもや青少年の問題について言及され
ていることが多い�
対策室のプロジェクトを概観すると� 失業対策
や教育の機会の提供などのさまざまな福祉サ�ビ
スを� 社会的排除の状態にある人が �特に職を得
て労働することによって� 再び社会に参画するう
えで必要な方策として位置づけていることがわか
る� さらに問題の解決には� 国や自治体からの支
援を受けたうえで� 最終的には� 市民の自助努力
が不可欠であることも強調されている� 代表的な
政策としては� 失業者に一律に手当を支給する方
法をやめて� 就職支援を行う業者と連携したうえ
で� 失業者自身が求職活動を積極的に行っている
ことを手当支給の条件とするといったニュ�
ディ�ル (New Deal) 政策が挙げられる24)�
しかしこの社会的包含政策に対しては� 社会的
包含という言葉が 	さしあたり 
簡単なラベリン
グ� として� 使用され� 問題の複合性を強調する
以外に� 厳密な定義は回避されているといった批
判もなされている7) [p. 28]� さらに� 対策室のプ
ロジェクトの多くは 	結果として生じている現象
面� に目が向けられていて� その根幹にある社会
のグロ�バル化や市場主義の浸透といった要因の
解明が図られていないという指摘もある25) [p.

20]� 例えば� 失業等の経済的困窮の背景には� 世
界各国から英国に大量の移民が移り住んでいるこ
とや�サッチャ�政権以降�福祉国家が崩壊して�
さまざまな福祉サ�ビスを受けられなくなったこ
と等を考慮すべきであるのに� 対策室の政策は�
結果として生じた事象への対処療法にとどまって
いるという批判である�

III. 社会的弱者に対する公共図書館
サ�ビス

A. 社会的弱者に対するサ�ビスの歩み
社会的包含の理念が現れる以前から� 英国の公
共図書館では� 低所得者層や障害者など� 社会的
弱者に対するサ�ビスを行ってきた� もともと英
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国で最初の公共図書館法が成立した 1850年から
1930年代頃までは� 公共図書館は� 自分で本を
買うことができない労働者のために� 健全なレク
リエ�ションと教育の機会を提供する施設という
性格が強かった� その後� 中産階級の増加ととも
に� 次第に利用の中心は富裕層へと移行したが�
1960年代頃から� 当時の福祉国家的政策を背景
に� 障害者などを対象とした各種のアウトリ�チ
サ�ビスが始まり� 何らかの理由で図書館を利用
できない人�に関心が向けられるようになった�
さらに 1970年代後半から 80年代にかけて�
図書館サ�ビスの内容が中産階級に向けたものに
偏っているという批判のもとで� 従来のサ�ビス
のあり方を見直そうというコミュニティ�ライブ
ラリアンシップと呼ばれる考えが図書館界を席巻
した26)� コミュニティ�ライブラリアンシップと
は� 公共図書館の現場から生まれた図書館活動に
対する姿勢やスタイルというべきもので� 論理的
に構築された理論ではない� そのため実際にはさ
まざまな考え方が並存していたが� 利用者の視点
に立って伝統的なサ�ビスを見直し� 利用者の求
めに応じたサ�ビスを展開しようとする点では共
通していた27)� このコミュニティ�ライブラリア
ンシップの活動は革新的な図書館員の先導によっ
て進められ� それまで図書館サ�ビスが十分に届
いていなかった社会的弱者に対して� アウトリ�
チサ�ビスのさらなる拡大が図られた�
コミュニティ�ライブラリアンシップの最盛期
にあたる 1975年には� 社会的弱者に対するサ�
ビスのあり方について検討するために� イングラ
ンド図書館協議会 (Library Advisory Council

for England)28) のもとにアウトリ�チサ�ビス
調査部会が設置された� 調査部会がまとめた報告
書 �図書館の選択� (The Libraries’ Choice)は�当
時公共図書館を管轄していた教育科学省から
1978年に刊行された29)�この報告書では�社会的
弱者のなかでも� 特に� 入院患者� 健康上の問題
から外出困難な人�や障害者� 受刑者� 民族上の
マイノリティ� 非識字者� 貧困地域の住民につい
て� それぞれ現状を分析するとともに� 今後の
サ�ビスのあり方に関する提言を行っている� な

おこの文書では�社会的弱者の意味で� �社会にお
いて不利益をこうむっている人� (The dis-

advantaged)	 という表現が使われた� このコ
ミュニティ�ライブラリアンシップの活動と当時
の英国の福祉国家政策に後押しされて� 公共図書
館の社会的弱者に対するサ�ビスが急速に普及す
ることとなった�
しかし 1980年代以降� このコミュニティ�ラ
イブラリアンシップの運動も� 次第に失速して
いった� その原因として� Muddimanらは� 政治
の方向性が福祉国家政策から経営重視に変わった
こと� サッチャ�政権下で厳しい予算削減が行わ
れたこと� またアウトリ�チサ�ビスの拡大につ
いていけなくなり� 伝統的な図書館の役割の保持
をとなえる図書館員が次第に増えたことなどを挙
げている13) [p. 14�16]�

B. 社会的包含の理念の導入

1. 社会的インパクト
ブレア政権の成立後� 社会的包含の理念が政府
に導入されたのを受け� 図書館界でも� 社会的包
含についての研究が進められ� その実践のあり方
について検討がなされた� 最初に取り上げる図書
館の社会的インパクト 
社会への貢献度�影響度�
についての研究プロジェクトは� 1997�98年に
かけて� 英国図書館調査研究センタ�の資金に
よって実施された� このプロジェクトは� 複数の
小プロジェクトから構成され� 関連文献のレビュ
�30)� 図書館の社会的便益の実際と成功要因につ
いての調査31)� 図書館の社会的便益についての意
識調査32)� 図書館の社会的貢献度を検討するため
の社会過程監査の枠組みの構築33), 34)などが行わ
れた� 図書館�情報学の研究者 
シェフィ�ルド
大学の Bob Usherwood や Robert Procter な
ど�� 民間シンクタンクの研究員 (Comedia の
François Matarasso)� 図書館員など� 幅広い層
が参加しているが� DCMSなどの省庁に属する
政策担当者は含まれていない�

Matarassoはプロジェクト全体を概観した報
告書を著し� このなかで� 社会的インパクトを考
えるひとつの視点として� 社会的包含に言及し
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た35)� 彼は図書館が社会的包含の実現に貢献しう
る例として� 身体的障害などの理由で社会のなか
で孤立している人�に対して� アウトリ�チなど
の活動を通してサ�ビスを提供すること� マイノ
リティの人�と協働して� 彼らのニ�ズと関心を
充足すること� 地方に住む人�� 高齢者� 受刑者
などに教育やレジャ�の機会を提供することに
よって� 社会の周縁部と中心を結びつけて� 閉ざ
されてきた社会の開放を図ることなどを挙げた�

2. �図書館� その包含の本質�
DCMSの政策諮問機関である図書館情報委員
会 (Library and Information Commission)36)

は� 2000年 3月に �図書館� その包含の本質�
(Libraries: The Essence of Inclusion)という文書
を公表した37)�
このなかで� まず� 図書館が� 一連の概念� す
なわち� アクセス可能性� プライバシ�の保護を
伴う匿名性と中立性の確保� コミュニティや家庭
が共有する価値� 市民としての権利と責任� 信頼
と尊敬� 自由と解放� 平等と正義� 開拓と機会及
び選択� コミュニティや集団としてのアイデン
ティティ及びコミュニティの一員としての自負と
いった概念を象徴する存在であることを示した�
そして図書館は� すべての人�を受け入れてくれ
る� 危険のない社会的な場� 人�が互いに平等な
価値を認め� 支えあい� 思いやりを持って接する
場� 礼節を重んじ互いを尊敬する場� 公益を達成
するための力� 互いに批判したり競争することの
ない場� 知識や学ぶ力を得る入口であるととも
に� 変化のきっかけとなる存在� 多様性を認め尊
重する場� コミュニティを形成する人�やアイデ
アが出会う場であると述べた� これらの一連の特
性や役割に照らして� 図書館は� 個人� コミュニ
ティ� 組織が学習を行ううえで利用可能な情報源
や� 学習スペ�スやネットワ�クへのアクセスを
提供し� また変化を続ける社会を反映し個人の
ニ�ズに応じることを通して� 社会的包含を実現
するうえでの基盤 (infrastructure)を提供する機
関となると位置づけた�
しかし� 政府や諸機関の政策担当者� 図書館員

の認識の変革を求める内容にとどまっていて� 具
体的な実施目標や計画への結びつきが示されてい
ない� 雇用の増大� 犯罪の撲滅� コミュニティの
福祉と健康の増進� 学習の達成度の向上といった
政府の目標について図書館がなしうる貢献につい
て書かれているものの� 具体的な政策や活動のレ
ベルでいかに連携していくかについては言及され
ていない�
図書館情報委員会から改称した Resourceは�
この文書を発表した後� 2001/02年度の活動計
画のなかで� 社会的包含に関連して� 調査研究な
どを実施していくことを明らかにした38)�

3. �すべての人�に開かれた図書館�と �すべて
の人�に開かれた図書館� 博物館� 美術館�
文書館�
ブレア政権下で社会的排除対策室によって設置
された 18の政策活動チ�ムのうち� 芸術とス
ポ�ツ (PAT10)とデジタル�デバイドの縮小
(PAT15)をテ�マとするチ�ムは�報告書のなか
で公共図書館の活動に言及した39), 40)� これらの政
策活動チ�ムの活動とほぼ平行する時期に�
DCMSは� 公共図書館における社会的包含の理
念の適用について報告書をまとめ� 1999年 10月
に� �すべての人�に開かれた図書館�8)� 2001年
1月に� �すべての人�に開かれた図書館� 博物
館�美術館�文書館�9) として刊行した�これらの
文書において� 図書館政策に社会的包含の理念を
取りいれていくことを明らかにするとともに� 社
会的包含の理念を図書館活動に適用する際の指針
を示した� 後者の文書は� 博物館� 美術館� 文書
館に向けた文書41)と� 前者の文書を統合したもの
で� 若干新しい内容が追加されたが� 大半は前者
を踏襲した内容である� �すべての人�に開かれ
た図書館� は� 公共図書館の社会的包含について
の取り組みについて述べた基本的な文書であるの
で� 第�章で詳しく内容を分析する�

4. 英国図書館協会の政策助言グル�プ
社会的包含に関して�英国図書館協会 (Library

Association) とその後身にあたる図書館情報専
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門職協会 (Chartered Institute of Library and

Information Professionals; CILIP) は� 2000年
7月� 内部に図書館の立場からの政策助言グル�
プ (Policy Advisory Group) を設置し� 2001年
と 2002年の 2度にわたり報告書を刊行し
た42), 43)� これらの報告書を通して� 今後も協会が
図書館における社会的包含の問題に取り組んでい
くべきであるという提言がなされた� しかし社会
的包含の理念をさまざまなサ�ビスの場に適用す
る可能性について述べるにとどまり� 具体的な活
動計画や優先順位などは示されなかった�

5. Open to All? プロジェクト
英国図書館協会の政策助言グル�プとほぼ同じ
時期に� Muddimanを代表とする研究チ�ムは�
図書館と社会的包含をテ�マとする研究プロジェ
クト Open to All? を実施した� このプロジェク
トは� DCMSの政策諮問機関である Resourceの
資金によって行われたが� DCMSの政策内容に
限定されることなく� 幅広い視点から� 図書館
サ�ビスにおける社会的包含の問題を考察した�
研究チ�ムのリ�ダ�であるMuddimanはコ
ミュニティ�ライブラリアンシップについての研
究者であり� コンサルタントの John Vincent と
図書館員の John Pateman も� かつてコミュニ
ティ�ライブラリアンシップ推進の立場をとって
いた現場の職員であった点が興味深い� なおメン
バ�のうち� Vincent, Pateman を含む 4名は�
英国図書館協会の政策助言グル�プにも参加して
いる�

2000年に刊行された報告書は� 関連文献の分
析 �第 1巻�13)�社会的排除の問題に対する公共図
書館の貢献度と潜在的可能性を探るための自治体
へのアンケ�ト調査と事例調査の結果のまとめ
�第 2巻�14)� 個別の領域に関するワ�キングペ�
パ� �第 3巻�15) から構成されている� Muddi-

manらは� サ�ビスにアクセスする機会の平等
と� 結果として享受する成果の平等の違いを区別
したうえで� これまでの取り組みは� コミュニ
ティ･ライブラリアンシップも含めて� 白人中産
階級の価値観を反映したサ�ビスにアクセスする

機会の拡大を目指すにとどまっており� 必ずしも
成果の拡大にはつながらなかったと分析してい
る� そして社会的排除の解消を目指すためには�
社会的に排除された人�がさまざまな背景や価値
観を持っていて� 図書館へのニ�ズもきわめて多
様であることを理解したうえで� サ�ビス基準の
設定� ニ�ズに合った資料収集� 職員の役割の見
直しなど� さまざまな点から従来の業務を見直す
必要があると結論づけた13) [p. 57�58]�
しかし具体的なサ�ビスメニュ�という点で
は� 同性愛者へのサ�ビスなどを除き� 特に目新
しいものが提言されているわけではなく� 事例調
査でも� 障害者� 児童� 民族的マイノリティへの
サ�ビスなど� 従来から各地で行われてきた内容
が取り上げられている� この意味で従来のサ�ビ
スとの親和性は高く� 言わば� 従来のサ�ビスを
基礎として� その延長線上に社会的包含の理念の
導入があるという認識である� なお児童は� この
プロジェクトだけでなく� 後述する �すべての
人�に開かれた図書館	 �第 IV章 C�� 全国基準
�第 V章A. 2� などにおいても� 障害者や高齢者
などと並んで� 社会的包含に関わるサ�ビスの対
象として取り上げられている�

6. 地域社会の再生と社会的包含

地域社会の再生と社会的包含� プロジェクト
は� 対策室の地域社会の再生プロジェクトを受
け� Resourceが資金を提供したもので� North-

umbria大学の情報管理研究所と民間シンクタン
クのMarketing Management Services Interna-

tionalの共同研究である44)� 先の政策助言グル�
プや Open to All? プロジェクトと重なるメン
バ�はいない�
プロジェクトの主な目的は� 地域社会の再生に
おける博物館� 文書館� 図書館の役割を明らかに
することであり� 文献レビュ�� 英国をはじめ�
アメリカや他のヨ�ロッパ諸国で実際に活動に携
わっている諸機関や個人 �生涯学習機関�芸術家�
図書館� 博物館�美術館� 自治体など� に対する
インタビュ�� 博物館や図書館が地域社会の再生
プロジェクトに関わっている国内� 国外の事例の
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調査が行われた�
関連文献の分析をふまえて� このプロジェクト
では� 社会的包含は� 図書館にとって新しい課題
ではなく� �図書館の選択�にみられるような従来
の社会的弱者に対する図書館サ�ビスの流れをく
む活動であると位置づけている� 関係機関へのイ
ンタビュ�や事例調査からは� 地域社会の再生と
社会的包含の実現にあたり� 現在も� また今後も
博物館� 文書館� 図書館は重要な役割を果たすと
認識されていることが確認された� しかし博物
館� 文書館� 図書館分野の諸機関が地域社会の再
生に貢献しようとしても� 具体的にはどんな貢献
ができるのか知られていないことが障害となって
いることが明らかとなった� また活動のアウトカ
ム �成果� を測定する評価手法が開発されていな
いこと� 博物館� 文書館� 図書館の三者間� また
外部機関との協力関係を深める必要があることと
いった問題点も指摘された� これらの結果から�
図書館の社会的包含の活動について� 現場レベル
では重要性が認識されているものの� 他の領域の
機関にそれを認めてもらい� 互いに連携を深める
には至っていないという現状が浮かび上がってい
る�
この結果をふまえ� プロジェクトでは� Re-

source� DCMS,自治体� 博物館� 文書館� 図書館
が� それぞれ役割分担しながら� 資金の調達� 多
様な機関の協力関係の樹立� 評価手法の開発など
を進めるべきであるという提言を行っている�

7. �将来への枠組み�
これらの一連の研究が行われた後� 公共図書館
の将来政策として� 2003年に DCMSから �将来
への枠組み� が公表され� 現代の図書館の果たす
べき使命として� 第一に読書と学習の振興� 第二
に電子的手段によるサ�ビスを利用する機会の整
備と必要な技能の育成� 第三に地域の統合 (com-

munity cohesion) と市民としての価値の確立を
示した10) [p. 13]� 第三の使命に関する記述のなか
で� 社会的排除の打破のために図書館が取り組む
必要があることを述べている� ここで �すべての
人�に開かれた図書館� が引用されている� そし

て図書館は 	社会と人�をつなぐ錨 (public

anchor)
10) [p. 38] であると述べ� 地域社会にお
ける重要な施設であると位置づけたうえで�
Blackburn with Darwen の青少年向け学習セン
タ�やカフェを併合した図書館など� 集客力のあ
る図書館の事例を紹介している� さらに非利用者
のニ�ズを理解し� 利用を促進していく必要につ
いて述べ� Barnetの中国系住民に対するサ�ビ
スの例などを紹介している10) [p. 38�42]�
同年� Resource は� �将来への枠組み� に基
づく具体的な活動計画として �将来への枠組み�
活 動 計 画 2003�06 年� (Framework for the

Future: Action Plan 2003�0645) をまとめてい
る�� この計画は� �将来への枠組み� に示された
図書館の 3つの使命に沿って� 2003/04年度か
ら 2005/06年度までの 3年間にかけて実施する
事業をリストアップし� それぞれ関与する機関�
達成年限� 予算的裏づけを示したものである�
DCMSやその諮問機関の博物館
図書館
文書
館評議会 (Museums, Libraries and Archives

Council)のほか� 英国読書協会など関連機関の事
業も含まれている� DCMSは 2004年までに 500

万ポンドの新規予算を投じた� さらに 2005年
に� 今後 2年間の分として 400万ポンドを追加
したのを受け� 計画を一部改訂して �活動計画
2004�06年� を公表した46)�
社会的包含については� �活動計画 2004�06

年�の中で�第 3の使命に関して 7つの事業 ��コ
ミュニティの統合と多様化を支援する公共図書館
のよい実践例の探索� �障害を持つ人�への公共
図書館のアクセス拡大� など� を設定したほか�
第 2の電子的手段によるサ�ビス拡大に関連し
て� �社会的に排除された人�に向けての電子的
な図書館サ�ビスの提供の支援� などの事業も設
定された� しかしその多くは具体的な活動に先立
つ調査
研究の段階であり� サ�ビス提供への助
成といった段階には至っていない�
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IV. �すべての人�に開かれた図書館� の
分析

A. 文書の構成と執筆者

1999年に刊行された �すべての人�に開かれ
た図書館� は� DCMSのMark Masonのもとで�
DCMSの職員 3名�図書館員 3名 �内 2名は� 政
府の諮問機関である図書館情報委員会の理事� 図
書館長協会をそれぞれ兼務� のほか� 図書館情報
委員会� 英国図書館協会� 宝くじ基金 (Heritage

Lottery Fund)47)� 図書館諮問評議会 (Advisory

Council on Libraries)28)などに属する 11名に
よって執筆された� このなかに大学の研究者は含
まれていない�
社会的包含の理念の解説に始まり �第 1章� 第

2章�� 情報に関して社会的排除が生じる原因を
分析したうえで �第 3章�� 政策を構築するうえ
での方針 �第 4章�� 実現するための方法 �第 5

章��課題 �第 6章�を述べるという構成になって
いる� このうち第 4章と第 5章には� 各地の図書
館の実例を紹介しながら� 具体的にどのような
サ�ビスが社会的包含の理念に合致するかが示さ
れている�

2001年には� 博物館	美術館	文書館におけ
る政策文書 ( �社会の変化をもたらす核心�41)� と
統合して� �すべての人�に開かれた図書館�博物
館�美術館�文書館�9) が刊行されているが�新た
に追加された内容はごく一部に過ぎず� 多くは従
来の 2つの文書 ��すべての人�に開かれた図書
館� , �社会の変化をもたらす核心��の記述を整理
し� 並べ直したものである� 新しく追加した項目
は� 
コレクションや知識に対する最大のアクセ
スを達成すること� 
目録や文書のオンラインに
よる入手を進めること� 
アウトリ�チの重要性�

コレクションや展示に�利用者の文化的�社会的
多様性を反映させること� 
社会変化を促進する
ための役割を自覚すること�9) [p. 9]の 4つである
が� 詳細な説明はなされていない� むしろ� これ
まであった個�の項目の説明や実例の部分が削ら
れたことで� 抽象的な記述になっている� した
がって本稿では �すべての人�に開かれた図書

館� を分析の対象とする�

B. 文書の性格

�すべての人�に開かれた図書館�は�全体とし
て� 理念的な記述を避け� 実務に即したガイドラ
インとなっている� 社会的包含の理念について
も� 政策活動チ�ムの文書を引用しただけにとど
まり� 詳細な説明は行っていない� 政策構築の指
針を述べた第 4章では� 
本章の項目は� 厳密に
規定された活動計画 (rigid blueprint for action)

というよりも�手本となる実践例 (good practice)

の要素�8) [p. 14] であると明記されており� 理念
的分析よりも実践に役立つことが優先されている
ことがわかる� �すべての人�に開かれた図書館�
は図書館の外で生まれた理念である社会的包含を
短期間で導入していくためのマニュアルであると
言える�
一方� 理念の分析よりも実用性を重視したマ
ニュアルといった体裁をとっているにもかかわら
ず� �すべての人�に開かれた図書館� では� 具体
的な資金的裏づけについてほとんど言及していな
い� この点については� 続いて刊行された �すべ
ての人�に開かれた図書館� 博物館� 美術館� 文
書館� も同様である� 英国図書館協会は� �すべて
の人�に開かれた図書館� についてのコメントの
中で� 資金的な裏づけの必要性を主張してい
る48)� 英国図書館協会は� 政府が自治体への補助
金の額を決定する際に使用している標準支出査定
額を見直すことによって� 国が自治体に資金を提
供することを提案している�

C. 公共図書館における社会的包含の内容

ここでは� �すべての人�に開かれた図書館�の
記述をもとに� 公共図書館において求められてい
る社会的包含の内容について� 目的と対象� 具体
的なサ�ビス� サ�ビス提供に際しての基本姿勢
の 3点から分析する�

1. 目的と対象
政策構築の方針の冒頭には� 社会的包含は� 公
共図書館において優先順位の高い政策であること
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が明記されている8) [p. 14]� つまり社会的包含の
理念に基づくサ�ビスは� 経営に余裕があったと
きにオプションとして実施するのではなく� どん
な図書館でも常に実施すべきものであることが強
調されている�
社会的排除対策室の第 10政策活動チ�ムの報
告書の記述を引用して� その目的が� �特に居住
地�障害�年齢�人種�民族などの理由で�文化�
レジャ�活動の領域において� 社会的不利益ある
いは疎外の危険のある人�の包含を進めること�
またそのような方法によって人�の生活の質を向
上させること� [p. 8]であるとしている� �社会的
不利益	 とは� 1978年の 
図書館の選択� でも使
われた語であり� 図書館から離れた地域に暮らす
人�� 障害者や高齢者� 入院患者など� 図書館の
利用が困難な人�など� 両者には重なるものも多
い29)� しかし 
すべての人�に開かれた図書館�
は� 図書館利用を社会的に阻害する要因として�
不便な開館時間の設定といった図書館側の問題�
また� 利用の方法を知らないことなどによって
�図書館は私たちのための施設ではない	 と感じ
る利用者の意識の問題� さらに� 施設の遠さなど
の物理的環境の問題なども挙げており8) [p. 12�
13]�従来よりも対象をいっそう広く設定し�言わ
ば� 図書館という文化施設やそのサ�ビスを享受
できない事由そのものと捉えている�
また個人に対してサ�ビスを提供するだけでな
く� それを通して� 地域全体がどのような恩恵を
被るかという点に重点が置かれている� コミュニ
ティを単位として問題解決を図る姿勢は� 社会的
排除対策室の政策にも共通してみられるものであ
る� 対策室が展開する政策でも� 地域社会の再生
プロジェクトに見られるように� 現金や現物給付
によって個�の人�の問題を解決するだけでな
く� コミュニティ全体が問題から抜け出すことが
重視されている� 
すべての人�に開かれた図書
館� では� 図書館を地域における情報源� また学
習やコミュニケ�ションのための場として位置づ
け� �図書館�情報サ�ビスは�地域の情報資源セ
ンタ�としての役割を拡大し� 情報と同様にコ
ミュニケ�ションへのアクセスを提供すべきであ

る�8) [p. 16] �図書館は地域の学習の場として� 自
立した学習者を支援する存在 (champion of the

independent learner) であるべきである�8) [p.

17] と明記している� 成功した事例として� 図書
館のほかに音楽スタジオや体育館の機能も備えた
青少年センタ�を持つ Manchester8) [p. 16]� 継
続教育カレッジなどと複合化し� 充実したコン
ピュ�タ設備を備えた図書館を持つ Sunder-

land8) [p. 17]� 地域の利用者のニ�ズに合った場
所に図書館を移転した Eastbourne8) [p. 15] など
が紹介されている� これらの事例からもわかるよ
うに� インタ�ネット上� または心理上の架空の
空間というよりも� 人�が実際に集まる場が想定
されており� 特に� これまで図書館の利用が少な
かった層にも魅力を感じさせる施設づくりが求め
られている�

2. 具体的なサ�ビス

すべての人�に開かれた図書館�は�社会的包
含の理念やその導入にあたっての留意点の解説が
中心であり� 具体的なサ�ビスメニュ�までは示
されていない� ただし解説文中の例示� 実践例の
紹介を見ていくと� 次のようなサ�ビスが想定さ
れていることがわかる�
第一に� 従来から展開されている各種のアウト
リ�チサ�ビス� 例えば� 高齢者や障害者などへ
の配本サ�ビス [p. 14]� 民族上のマイノリティに
対するサ�ビス [p. 15, p. 21]などである� これに
関連して� 地域のニ�ズに合わせた柔軟な開館時
間の設定� 特に日曜日の開館 [p. 15] も求められ
ている�
第二に� 児童や青少年の一層の利用拡大を図る
ための活動やサ�ビス� 例えば� 青少年図書室の
設置 [p. 19]� 児童を対象とした宿題クラブ �宿題
をするにあたって役に立つ資料の収集� 提供� そ
の他の人的支援サ�ビス
 [p. 17]� ブックスタ�
ト �新生児に絵本を贈る活動
 [p. 18] などがあ
る49), 50)� このうち� 宿題クラブやブックスタ�ト
は� 別の文脈から提案されたサ�ビスであるが�
社会的包含の理念とも合致することから� 社会的
包含政策にも取り込まれている� 宿題クラブは�
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ブレア首相の教育重視政策に呼応して出されたア
イデアであるし� ブックスタ�トは� もともと民
間の団体が主体となって実施してきた読書推進運
動である�
第三に� 電子情報� 特にインタ�ネット上の情
報の利用の拡大であり� 例えば� インタ�ネット
端末の開放 [p. 17]� 地域サイトへのゲ�トウェイ
機能を持つWebペ�ジの提供 [p. 18] などがあ
る� 電子情報に関しては� 利用者の電子メ�ルア
ドレス取得やセミナ�開催などのインタ�ネット
の利用を支援するための方策についても言及され
ている� なおコンピュ�タの利用に際して料金が
低額� できれば無料であることが望ましいとつけ
加えている [p. 17]� これらのサ�ビスは� 明らか
に 1997年に公表された �市民のネットワ�ク
(People’s Network)政策�に呼応している51), 52)�
�すべての人�に開かれた図書館�は �市民のネッ
トワ�ク政策� に直接言及していないが� 図書館
以外の分野では� 社会的包含に関する政策文書に
おいて� �市民のネットワ�ク政策�に言及した例
がある� 例えば� 2001年に雇用年金省が刊行し
た貧困と社会的排除への対策を述べた文書には�
�市民のネットワ�ク政策�が登場し�また社会的
排除対策室は� 2001年に発表した地域社会の再
生プロジェクトの実施計画のなかで� 	2002年ま
でにすべての公共図書館がインタ�ネットに接続
する
 という �市民のネットワ�ク政策� で設定
されている目標を援用している53), 54)�
このように� ここで提案されているサ�ビスに
は� 従来から存在するサ�ビス� あるいは� 別の
文脈から最近提案されたサ�ビスと重なるものも
多い� つまりこれまでにない全く新たなサ�ビス
を示したというよりも� 図書館で現に展開されて
いるサ�ビスの中から� 社会的包含の理念に沿っ
たものを選び取って� 新たな理念のもとで説明し
直したという観が強い� 個�のサ�ビスは� 従来
の公共図書館サ�ビスと親和性があり� その延長
線上に捉えられる内容である� 英国図書館協会に
よる �すべての人�に開かれた図書館� に対する
コメントでも� サ�ビスの内容についてはおおむ
ね賛成している一方� 資金の問題� 都市部と地方

の図書館における格差の問題� 研修の必要性と
いった問題を提起している48)�

3. サ�ビス提供に際しての基本姿勢
�すべての人�に開かれた図書館�では�経営の
効率性� 利用者のニ�ズへの配慮といった� 企業
経営の理念を取り入れたやり方で� サ�ビスを実
現しようとする姿勢を強調している�
目標達成の方法について述べた第 5章では�
ニ�ズの把握� 現状の分析� 戦略立案� 職員の研
修� サ�ビスの実施と PR� 評価と改善の 6段階
から戦略を組み立てるよう述べている� この 6段
階は� 計画� 実施� 評価� 改善から成る経営学で
言う PDCAサイクルを想起させるものである�
このほかにも� 既存の施設やサ�ビスを活用する
こと8) [p. 15]� 施設の複合化による相乗効果を検
討すること8) [p. 16]� 複数の図書館行政庁が共同
で� より大きな単位でサ�ビスを実施することで
効率性の向上を図ること8) [p. 18]といった記述に
見られるように� 最小の資源で最大の効果を上げ
ることを目指して� 合理的な方法でサ�ビスを提
供することが重視されている�
一方� サ�ビス内容の設定に際してのマイノリ
ティのグル�プやコミュニティのニ�ズに配慮す
ること8) [p. 14]� 立地場所の設定8) [p. 15] や開館
時間の設定8) [p. 15]に際して� 利用者ニ�ズに配
慮することといった項目から� �たとえ現在利用
していなくても今後利用する可能性がある者も含
めて� 利用者のニ�ズを重視したサ�ビス提供を
求めていることがわかる� さらに一歩進んで� 社
会的に疎外されている人�自身が� 計画� 実施�
評価といった一連の経営過程に参画することをも
求めている8) [p. 14�15, p. 23]� 実際に� マイノリ
ティの住民が多い Islingtonにおいて� それぞれ
の住民グル�プとの話し合いのなかでニ�ズを確
認し� さらに資料の選択や収集に住民が参画した
例が紹介されている8) [p. 15]�
経営の効率性の重視や利用者志向などは�

1980年代以降の図書館政策に一貫して見られる
姿勢である� 住民参画については� ブレア政権下
で新たに重視されるようになったにもかかわら
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ず55) [p. 289�298]� これまでの図書館政策ではせ
いぜい苦情や提案の募集といったレベルにとど
まっていて� これまであまり論議されてこなかっ
た56), 57)� それに比べて �すべての人�に開かれた
図書館� の記述が一段と積極性を増していること
が注目される�

V. 公共図書館において社会的包含の
理念を達成するためのしくみ

本章では� 社会的包含の理念を達成するうえ
で� 公共図書館をめぐる計画と評価の制度がどの
ように機能しているかについて分析する� そのし
くみは� 2003年を境に大きく変わっているので�
まず� 2002年までの年次図書館計画制度と全国
基準を中軸とするしくみについて述べ� 次に�
2003年以降の �将来への枠組み� と包括的業績
評価制度 (Comprehensive Performance Assess-

ment) を中軸とするしくみについて述べる�

A. 年次図書館計画制度と全国基準を中軸とする

しくみ

1. 年次図書館計画制度
1998年に導入された年次図書館計画制度とは
毎年� あらかじめ DCMSが示したガイドライン
に沿って� 全国の図書館行政庁が短期 �1年��中
期 �3年� の経営計画とサ	ビスの実績を DCMS

に報告することを義務づけた制度である58), 59)� 計
画のなかに必要な項目や審査の観点については�
毎年� ガイドラインを作成して公表している� 各
年の審査の結果もweb上で公表される�
すでに 1998年から� 審査の観点として� IT

サ	ビスの分野で 
社会的包含� が導入されてい
る60)� 引き続き 1999�2002年まで� 毎年のガイ
ドラインに� 全体の経営計画のなかに社会的包含
の理念の導入を求める記述があり� 合わせて審査
結果にも社会的包含の観点からの講評がある61)�
2000年度と 2001年度の審査結果では� サ	ビ
ス領域別に審査のチェックポイントが公表されて
いる� それによれば� 社会的包含の領域について
は� 
�すべての人�に開かれた図書館� 博物館�
美術館� 文書館� で設定された政策目標を採用し

ているか� 
図書館の立地や開館時間� 課金方針�
児童サ	ビス� 地域社会との連携に関して� 社会
的包含の視点からの配慮がなされているか� 
貧
困などの問題を抱えた人�や障害者へのサ	ビ
ス�また電子的手段によるサ	ビスに関して� �す
べての人�に開かれた図書館� に示された �サ	
ビス対象の把握から今後の改善に至る� 6段階か
ら構成された計画がつくられているか�62) [p. 50�
51] といった項目が設定された�
このように一連の計画と評価の制度のなかに�
社会的包含の理念が取り上げられたことで� 図書
館サ	ビスの現場で挙げた成果はともかくとし
て� 少なくとも経営計画への社会的包含の理念の
導入は急速に進んだ� Muddimanらが全英の図
書館行政庁を対象に行ったアンケ	ト調査 �回収
率 62�� によれば� 1999年度の年次図書館計画
に� 社会的排除の問題を記述したと回答した図書
館行政庁は 59�にすぎなかったが� 翌 2000年
度の計画には 97�が社会的排除についての記述
を行うつもりであると回答している14) [p. 11]� た
だしこの数値は� 社会的包含の語が計画の中にあ
るかどうかを確認した結果に過ぎず� その中味の
適切さなどを判断したうえでのものではない� そ
の後� 2003年に年次図書館計画は現状報告 (po-

sition statement) と改称され� 次の B節で詳述
するようにその中身も大きく変わった�

2. 全国基準
全国基準は� 図書館サ	ビスの実績を示す数値
指標とその目標値のセットであり� 2001年に 19

指標� 後に改訂して 10指標が設定された63), 64)�
全国の図書館行政庁は� 毎年� 国にその達成状況
を報告することが求められている� その報告は�
先に述べた年次図書館計画制度を通してなされる
ので� 計画の実施目標と業績評価の両方の機能を
持つ �第 1図��全国基準では�社会的包含に関し
て� �すべての人�に開かれた図書館�を引用しな
がら� 図書館行政庁は社会的に排除された人�の
ニ	ズに配慮しなければならないことも明記され
た63) [p. 8�9]�
全国基準には� 直接� 社会的包含に関わる指標
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はないが� 児童� 社会的に排除された人�� マイ
ノリティの住民� 障害者について� 図書館行政庁
がそれぞれ独自のサ�ビス目標を定めなければな
らないと明記された63) [p. 8]� この規定に応じて�
全国の図書館行政庁は� �黒人および少数民族の
コミュニティからの利用者が全利用者に占める割
合� (Birmingham)といったそれぞれ独自の指標
を定義し� その実績値を明らかにするとともに�
目標値を設定した65) [p. 49]� しかしこの規定は�
その後 2004年度の基準改訂の際に削除された�

3. ベストバリュ�制度
図書館サ�ビスについての計画� 評価の制度と
は別に� ブレア政権は� 自治体の行政サ�ビス全
般について全国共通の指標 �ベストバリュ��パ
フォ�マンス指標	 を定め� 監査委員会へ実績値
を報告するよう� 自治体に義務づけた制度 �ベス
トバリュ�制度	 を 1999年に導入した66)�
このベストバリュ��パフォ�マンス指標のな
かには� 図書館サ�ビスに関わる指標も含まれて
いるが� 社会的包含に関わる内容を持つものは存
在しない67)� 図書館サ�ビスについては� 当初独

自の指標を設定していたが� 2005/06年度以降�
全国基準の達成状況をスコア化した指標が用いら
れている68)�

B. �将来への枠組み� と包括的業績評価制度を
中軸とするしくみ

1. 
将来への枠組み�
第 III章で述べたように� 2003年に DCMSが
発表した 
将来への枠組み� では� 
将来への枠組
み� に示した図書館の 3つの使命のうち� �地域
の統合と市民としての価値の確立� に関連して�

すべての人�に開かれた図書館�が引用され�社
会的包含の実現が求められている10) [p. 41]�
同年� 年次図書館計画は �現状報告
 に改称し�
従来のように経営体制やサ�ビス計画をすべて盛
り込むのではなく� 
将来への枠組み�に示した図
書館の 3つの使命に沿って� 経営計画を記載する
スタイルとなった69)�つまり� 
すべての人�に開
かれた図書館� において宣言された社会的包含の
実現は� 
将来への枠組み� を介して� 具体的な経
営計画である現状報告と結びつく形となっている
�第 2図	� 
将来への枠組み� に沿った既存の事

第 1図 年次図書館計画と全国基準による目標設定と達成度評価のしくみ
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業� 新規事業は �活動計画� としてまとめられて
おり�社会的包含に関して� �社会的に排除された
人�を対象とした電子図書館サ�ビス� �障害者
への公共図書館サ�ビスの拡大� などの事業がリ
ストアップされている�
ただし �現状報告� の内容は大幅に簡素化され
たうえ� 次節に述べる包括的業績評価制度におい
て� 自治体や図書館の評価が優れている場合は�
次年度の提出を免除し� 全国基準による実績評価
だけを報告すればよいという規定も新たに設けら
れた70)�その結果� 2004年度の場合� 前年度の評
価結果に基づき�全国 272の図書館行政庁のうち
36に対し�現状報告の提出が免除された�全国基
準には� 2004年以降� 社会的包含についての記
述が一切なくなっているので� �現状報告�を免除
された場合� 社会的包含に関わる目標設定� 業績
評価を行うしくみがなくなってしまう�

2. 包括的業績評価制度
監査委員会によって導入された包括的業績評価
制度 (Comprehensive Performance Assess-

ment)は� 現在の経営実績と経営改善の進捗度か

ら� 自治体を評価する制度である� ベストバ
リュ�制度に平行して� 2002年に初めて導入さ
れ� 2005年に制度の見直しがなされた� 評価の
手順は詳しく決まっており� 2005年の改訂後の
制度では� 現在の経営実績は� 6つの領域の行政
サ�ビスの評価� 財政面の評価� 経営組織全体と
しての評価の結果を統合して� 最終的に 5段階の
ランク (CPA Category) 付けの形で示される71)�
図書館サ�ビスは� 文化サ�ビスの一環として対
象になっている� 文化サ�ビスのほか� 2005年
は児童	青少年育成�成人の社会サ�ビス�住宅�
環境�助成金� 2006年から消防が�行政サ�ビス
の評価対象となっている72)�
文化サ�ビスは� 訪問調査とパフォ�マンス指
標を用いて� 4段階で評価される� 最近 1年間の
訪問調査の結果がある場合は� 訪問調査が 75
�
パフォ�マンス調査が 25
の比重となるが� 最
近の結果のない場合は� パフォ�マンス調査の結
果のみで判定される� 当初の制度では� この 2つ
に加えて� 現状報告も評価対象となっていたが�
2005年以降� 対象から外された�
全国基準は� 図書館サ�ビスを評価するための

第 2図 �将来への枠組み� と包括的業績評価制度による目標設定と達成度評価のしくみ
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パフォ�マンス指標として� この制度の中に取り
入れられた �第 2図�� そのほか� 蔵書回転率� 利
用者満足度などの指標も合わせて指定されてい
る73�� しかしこの中に社会的包含に関わる指標は
ない� 訪問調査においては社会的包含への取り組
みが評価される可能性はある�
包括的業績評価制度の中に� 全国基準が導入さ
れ� また �現状報告� の免除規定が設けられたこ
とによって� 図書館サ�ビスの評価は� 単独で実
施するというよりも� 自治体全体の評価の枠組み
のなかで実施するという意味合いが強くなった�
もともと包括的業績評価制度は� 各種サ�ビスを
個別に評価するのではなく� 自治体の総合力を捉
えようとする制度である� それだけに� 手順を踏
んで� 個別の項目の評価結果を� 文化サ�ビス全
体の評価� 自治体の現在の経営実績全体の評価へ
と収斂していく間に� 個�の項目の反映の度合い
はきわめて小さくなる�
ベストバリュ�制度や年次図書館計画制度で
は� 地域の独自事情をふまえた評価� 訪問調査な
どによる質的な評価を期待することもある程度可
能であったが� 包括的業績評価制度のもとでは�
自治体を横並びで評価することから� 全国共通で
客観的な評価方法が求められるようになった� 図
書館における社会的包含の活動は� 地域独自の事
情をふまえて行う必要があるだけに� 全国共通の
目標を立てることが難しく� そのうえ数値指標化
することはさらに困難である� 現在の包括的業績
評価制度のもとでは� このような性質を持つ行政
サ�ビスは� なかなか評価されなくなる構造に
なっている� さらに� 2006年以降の包括的業績
評価制度では� 訪問調査による評価の比重を
37.5	に減らし� パフォ�マンス指標による評価
の比重を 62.5	に増やすという提案もなされて
いる74)�

VI. ま と め

A. 社会的包含の目標

第 II章でみてきたように�社会的排除対策室で
は� 社会的包含の障壁となるさまざまな問題のな
かでも� 特に経済格差が重視されている� そして

その解決策としては� 職を得るための条件� 例え
ば学校への入学や復学� 健康上の問題の解決など
を整備することで� 就職の道を開き� 自ら経済問
題を解決させるというシナリオが考えられている
ことが多い�
一方� 公共図書館では� 第 III章及び第 IV章で
みてきたように� 社会的包含政策によって� 経済
格差の問題を直接に扱うのではなく� その背景に
ある社会的� 文化的な問題を中心に扱っている�
例えば 
すべての人�に開かれた図書館� では�
従来から図書館がアウトリ�チサ�ビスの対象と
してきた社会的弱者のほかに� 近所に図書館が設
置されていない� 開館時間の設定が不便である�
高齢者あるいは乳幼児であるといった� 利用者が
たとえ経済的に豊かであっても生じる問題にも目
を向けている� さらに社会的包含政策の対象を�

すべての人�に開かれた図書館� よりもさらに
いっそう拡大し� 同性愛者やアジア系シングルマ
ザ�に対するサ�ビスなども含めて考えるべきだ
とする主張もある75), 76)�
これらのサ�ビスは� 従来から言われてきた図
書館の役割� すなわち社会的弱者が情報を利用す
る基盤となることを追認する内容であって� 社会
的包含の理念を導入することで� 従来なかった新
たな役割が提案されているというわけではない�
むしろこれまでのサ�ビスが� ブレア政権の基本
政策に沿ったものであることを示す点に意味があ
る� Giddensらによる社会的包含の理念は� 経
済� 社会� 文化のさまざまな側面に応用可能であ
る� したがって公共図書館のサ�ビスについてこ
の理念を適用することは� もともとの理念の定義
に矛盾するものではなく� むしろ図書館それ自体
の目標を社会的包含の理念と重ね合わせることも
可能である�
しかしブレア政権が新しい �社会的包含� の語
を用いる意味は� �機会の平等� の確保の必要性
と� 政府と市民の協力によって貧困や失業問題を
解決しようとする福祉戦略を特に強調しようとす
る点にある� 公共図書館界においても� この福祉
戦略との関わりを意識したうえで� 貧困や失業問
題の解決に� 直接的でないにしろ� 社会基盤の整
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備などの面で図書館が貢献しうることを示すため
に� この社会的包含の理念を取り入れる方が戦略
的に有効であるように思われる� �すべての人�
に開かれた図書館� などに見られるように� 電子
情報の提供といった特定のサ�ビスに焦点を絞る
のもひとつの可能性である� その際には� 図書館
サ�ビスを通しての社会基盤整備が� どのような
意味で �機会の平等� につながるのか� また平等
な機会を得たうえで� 社会的に排除されていた者
が社会への包含をめざす自助努力� 特に労働を通
しての社会参画にいかに寄与するのか� さらなる
説明が必要である� 公共図書館の場合� さまざま
なサ�ビス� 例えば開館時間を延長する� 多言語
の資料を整備するなどのサ�ビスの持つ意味が十
分にアピ�ルされていない�
また �すべての人�に開かれた図書館� では�
図書館活動への住民参加の重要性を主張し� 住民
をサ�ビスの享受者とみる従来の発想の打開を試
みている点が注目される� 1970年代の �図書館
の選択� など� 福祉国家的発想のもとでの図書館
サ�ビスにおいては見られなかった姿勢である�

B. 社会的包含の達成度を評価するうえでの問題

英国では� 年次図書館計画制度と全国基準� そ
して包括的業績評価制度といった一連の計画と評
価の制度によって� ブレア政権のめざす方向に
沿った形で� 各地の図書館行政庁がサ�ビス展開
できるようなしくみが整えられている� 第 V章
でみてきたように� 社会的包含についても� これ
らの制度を通して実現をめざしているが� 全国的
な共通目標は設定されておらず� 目標の設定や評
価の実施については各図書館行政庁に一任されて
いる 	第 V章
� しかし現在の公共図書館評価は�
標準的な指標を用いて業績を目標値と比較すると
いうベンチマ�ク方式であって� 図書館行政庁が
それぞれ独自の目標や評価指標を用いるやり方は
とりづらい� 全国基準では� 当初� 地域独自の指
標を図書館行政庁に設定させるというやり方で�
社会的包含の理念を取り入れることを試みたが�
結局� 2004年の改訂で� この部分は削除されて
しまった� その後の包括的業績評価制度において

も� 全国共通の数値指標を用いるという方法が使
われており� 地域の事情をふまえた評価をするこ
とは難しい�
そもそも個別の図書館サ�ビスのアウトプット
	産出
として捕捉できるものを通して�社会的包
含を測定することは難しい� 例えば� 視覚障害者
に対するサ�ビスに関して言えば� 社会的包含が
実現した状態とは� 点字資料や録音図書が提供さ
れたこと自体ではなく� それらの資料提供を通し
て� 読書というレクリエ�ションの機会が確保さ
れたこと� あるいは生活上必要な情報を入手する
ことを通して� これまで閉ざされてきた社会の扉
を開けて� その一員としての義務を果たし� 権利
を手に入れた状態を指すはずである� だが社会的
弱者の生活が改善されたとしても� 図書館サ�ビ
スとの因果関係をなかなか立証できないので�
個�のサ�ビスを成果 	アウトカム
 の視点から
評価することは難しい� そこで現実には� 障害者
の登録者数といったアウトプット指標を代用し
て� しかも短期スパンでの評価を行うことにな
る� このような方法では� 結局� サ�ビスの提供
量を個別に評価することしかできず� 社会的包含
の特徴である問題を複合的に捉える視点や� サ�
ビス提供という支援を得て市民自身の自助努力に
つなげるといった観点は生かされない�
このほか資金の調達についても課題が残る�
�すべての人�に開かれた図書館�や �将来への枠
組み� 活動計画� では� 各種機関と図書館がさま
ざまな面で協力 	パ�トナ�シップ
 し合って
サ�ビスの充実を図ることが推奨されている� し
かしそのために必要な資金について� 政府の追加
的支援は考えられていない� �活動計画� には� 社
会的包含に関連する事業があっても� その内容
は� 調査�研究の段階に留まり� 各図書館におけ
る実施費用の補助までには至っていないことは�
第�章で述べたとおりである�

C. 社会的包含の理念を導入する意義

公共図書館は� 従来から� 視覚障害者に点字資
料や録音図書を提供したり� 外出困難な人�や入
院患者などへのアウトリ�チサ�ビスを実施する
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など� 社会的弱者のニ�ズに合わせた各種のサ�
ビスを展開してきた� 社会的包含の理念のもとで
展開されているサ�ビスは� 従来のサ�ビスを継
承したものが多く� 内容自体にはそれほど新しさ
はない� かつてのコミュニティ�ライブラリアン
シップの活動家や研究者が� 今日� 社会的包含の
政策の立案に携わっていることからも� 従来の活
動と社会的包含に親和性があることがわかる77)�
しかし社会的弱者は社会の少数派であるために�
このような社会的弱者に向けたサ�ビスは� 現在
の市場主義に基づくやり方� すなわちサ�ビスの
受け手である市民の満足の最大化と費用の最小化
を図るという方法においてはとかく切り捨てられ
がちである�第 III章と第 IV章で述べたように�
英国の公共図書館では� 市場主義では説明できな
いようなサ�ビス� 社会的弱者に向けた各種サ�
ビスの意義を説明するために� 社会的包含の概念
を利用しようとしている�
この社会的包含の理念は� これまでの図書館の
実践とは別に� 外部から新たに導入された理念で
あることから� 図書館界では理念が先行してお
り� 具体的なサ�ビスが後付けになっている観が
ある� 多様なサ�ビス提案が拡散していて� 公共
図書館界のなかで社会的包含の理念を戦略的に生
かせていない� 公共図書館のインタ�ネット接続
の促進を提案した �市民のネットワ�ク� が� ブ
レア政権の電子政府推進政策78)� ネットワ�ク関
連の諸政策に合致したことで� 大きな成功を収め
たのと対照的である�
しかし行政の合理化が英国だけの現象に留まら
ず� ニュ��パブリック�マネジメントと呼ばれ
る潮流になって日本を含めた世界に広がりつつあ
る現在� 市場主義を補完する社会的包含の理念は
必要性を増し� 注目が高まりつつある79)� 社会的
弱者を含め� 多様な人�を等しく社会の一員に迎
え入れようとする社会的包含の理念は� 図書館の
外に起源を持っているものの� 図書館のこれまで
のサ�ビス実践と符合し� 図書館にとって受け入
れやすい考え方である� 今後� 英国の公共図書館
が社会的包含の実現のために� どのようなサ�ビ
スメニュ�を提案し� どのような方法で実現して

いくかがいっそう注目される�
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